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研究成果の概要（和文）：　本研究では、公共部門の効率化を目的に市場化された介護保険サービス市場におい
て、目的の異なる営利・非営利の経営主体（利益の最大化vs.使命の最大化）が、同じサービスの質また同じ内
容で公共サービスを提供しているか否かを検証した。グループホーム事業を対象に事業所の運営データを用いて
分析した結果、非営利事業者の方が、介護労働者の質の点に関しては質の高いサービスを提供していることを明
らかにした。また営利事業者の方がクリームスキミングを行っており公正性の点で課題が生じている可能性を明
らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to examine the consequences of introducing a quasi-market 
into the long-term care services for the elderly to pursue efficiency in public services. 
Specifically,the differences in performance between non-profit and for-profit providers（mission 
maximization vs. profit maximization）of group-home services in the long-term care services were 
analyzed using managerial data of group-home services. 
The results indicated that the service qualities related to care workers of non-profit providers 
were higher than those of for-profit providers. In addition, for-profit providers were found to 
engage more in cream skimming compared with non-profit providers.
　

研究分野：公共経済
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 準市場における営利・非営利事業者の行動比較の研究は欧米では様々な集積があるが、日本の介護保険制度を
対象にした研究は多くない。本研究は、その嚆矢として、国内の介護保険事業所（グループホーム）の経営デー
タを用いた実証分析を行った点で意義があると考える。介護保険制度に関しては、様々な課題が指摘されている
が、市場化に内在する事業者の行動を分析し、公共サービスの市場化に伴う課題の一端を明らかにした点でも意
義があると考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
◆準市場の登場と営利・非営利の競争 
営利・非営利事業者に公共サービス市場で競争させ、公共部門の効率化を企図する準市場化
が進んでいる。日本における準市場化の嚆矢は介護保険サービスである。 
準市場とは、公共サービスに市場メカニズムを導入する仕組みである。具体的には、①サー
ビス提供者として様々な営利・非営利・公的事業者が参入し、②利用者の獲得を巡って競争す
る。その目的は公共サービスの「効率化」だが、経済的弱者への配慮や事業者の規制監督のた
めに③政府の介入を伴うことから「準市場」と呼ばれている。 
日本の準市場は 2000年に介護保険制度で導入され、2012年の市場規模は 9.8兆円に上る。 
 
◆準市場・介護保険サービスの課題－経営主体による質の差異－ 
 準市場の政策評価ポイントは多々あるが、一つは本来目的の異なる営利・非営利の事業者（利
益の最大化 vs.使命の最大化）が同質・同内容の公共サービスを提供出来ているか否かである。 
 かつての福祉制度は、質の確保のために政府と社会福祉法人（政府系の非営利組織）にサー
ビス供給を限定した。だが非競争下で質が低迷したため、大胆な民間参入を伴う準市場が導入
された。しかし現実に、営利・非営利の事業者が同質・同内容のサービスを提供しているか否
かは十分に検証されていない。事業者のサービス評価の情報開示は進みつつあるが、セクター
間の相違・特性を知る情報はない。他方、介護関係者からは、利用者の選別や処遇の面で営利・
非営利事業者の間に相違があるという声がしばしば聞かれる。 
このため本研究では、経営主体別に事業者のサービスの質の差異の検証を行う。  

 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、準市場で競争する介護保険事業者に関して、(1)利潤の最大化を目的とする
営利事業者と使命の最大化を目的とする非営利事業者の間で、サービスの同質性・同内容が保
持されているか否かを検証すること、(2)異なる志向を持つ非営利事業者（政府系非営利組織：
社会福祉法人 vs. 市民系非営利組織：NPO 法人）が有する各々のサービスの質・内容を分析す
ることである。 
対象とするサービスは、急増する介護難民（自宅・施設でのケアが不可能な高齢者）の受け
皿となり、高齢者の地域居住を支える居住系サービス・グループホームとする。 
これらの分析結果を踏まえて、公共サービスの市場化が当初の目的どおりに機能しているか
を考察する 
 
３．研究の方法 
 
 準市場で営利・非営利事業者が提供するグループホームのサービスの質・内容を客観的に比
較するために、各事業所の経営実態に関する定量的データを中心に収集・分析する。ただサー
ビスの質・内容の客観的評価は一般に困難とされているため、定性的データを補完的に利用し
て最終報告をまとめる。 
 具体的には、(1)市場動向調査・先行研究調査、(2) 事業所データ収集・整理、(3)計量分析、
(4)学会・研究会等への参加、(5)まとめ を順次行った。 
 
 
４．研究成果 
 
平成 26年度は、(1)市場動向調査・先行研究調査および、(2)事業所データ収集の準備作業を
行った。具体的には介護保険制度や準市場に関する文献・資料収集を行ったほか、介護事業者
向けの各種セミナーのほか関連学会に参加し情報収集した。さらに(3)訪問介護サービスを中心
に営利・非営利事業者の市場シェアの決定要因の分析および営利・非営利事業者の行動比較を
分析し、成果の一部を発表した。 
上記の研究により、介護保険サービスには当初予測した以上に営利事業者が進出しており、
こうした環境のなかで介護サービス事業の経営セミナーやコンサルティングが活発化し、介護
サービス事業にビジネスとして取り組む事業者が増加していることが予測された。 
また訪問介護サービスに関する営利・非営利事業者の行動比較の結果からは、営利事業者の
行動は非営利事業者（社会福祉法人、社会福祉協議会、NPO 法人など）より、利益拡大志向で
あることを予測させる結果が導き出された。また NPO 法人は他の法人と比べて、経営基盤が脆
弱であることも明らかになった。 
 
 平成 27 年度は、前年度に行った市場動向調査や先行研究調査を踏まえて、(1)グループホー
ムの運営状況に関するデータ収集と分析および(2)各種研究会・セミナーへの参加を行った。 
(1)については、厚生労働省が公表している「介護事業所情報公開システム」に掲載されてい



る全国のグループホーム事業所（12,000）の個票データを抽出して、データベースを作成し、
経営主体別の運営体制について比較した。 
具体的な項目としては、「基礎情報」として、所在地、経営主体、定員、利用者の数・特性（年
齢・要介護度など）、利用者の退所の状況、併設事業の内容利用条件（利用料、敷金、食費など
をまとめた。「サービスの内容関係」としては、a 基盤情報（施設整備の状況、介護職員の数・
経験・資格、介護報酬加算、情報開示・第三者評価の実施状況、運営推進会議の状況、運営状
況（研修・緊急対応・苦情処理など）の結果）と b 結果情報（利用者の退出(退所)率、介護職
員の退職者率）についてまとめた。また営利・非営利の行動比較として、クリームスキミング
行動に注目し、重介護利用者の選別や市場潜在力の高い地域の選別の状況を確認した。これら
の結果について、今年度は単純集計と経営主体別、地域別などのクロス集計を行い、結果をま
とめた。 
(2)については、介護保険制度の導入後、参入が急増しその動向が注目されている営利事業所
の経営方針や経営戦略を知るために、各種・各地の介護事業経営セミナーや研究会に参加し、
資料収集を行った。 
 
平成 28 年度は前年度に収集した介護保険事業所グループホームの経営状況のデータベース
を再度見直して整理を行い、非営利事業者と営利事業者の行動を比較するために計量分析を行
った。 
まず関連する先行研究を収集し、論点を整理した上で、分析の枠組を考えた。具体的には、
利益追求目的のためにサービスの質が犠牲にされる、あるいはクリームスキミングが起こる可
能性を、利益の最大化を目的とする事業者（主に営利事業者）と社会的価値の最大化を目的と
する事業者（主に非営利事業者）の行動を比較することにより検証した。さらに当初の期待通
り、準市場で質の高い事業所が成長している可能性を、サービスの質もしくはクリームスキミ
ングと、介護保険事業の規模の関係を分析することにより確認した。その上で、準市場に内在
する課題について考察した。 
この段階で得られた結果によると、全般的に非営利法人の方が営利法人より質が高いという
傾向が明らかになった。ただサービスの質の指標や非営利法人の種類によって、若干傾向が異
なった。また施設の整備および介護・看護職員の数、介護職員の専門性・経験および介護職員
の離脱の少なさの点で、非営利法人のサービスの質は営利法人と同等かそれ以上であった。ク
リームスキミングに関しては、営利法人の方がすべての非営利法人より明らかに多いという結
果になった。 
さらに介護保険事業の規模との関係では、クリームスキミングにより事業者は事業収入を増
やす可能性があるが、サービスの質の向上は内容によりその効果がまだらである傾向がある。 
 
平成 29年度は前年度に引き続き、先に収集した介護保険サービスにおけるグループホーム事
業所（全国約 12000）の経営状況のデータベースを用いて、非営利・営利事業者の行動に関す
る単純集計結果を論文としてまとめ、公表した。 
具体的には、非営利・営利事業者ごとに、①サービスの質を基盤・過程・結果について比較
し、また②経営戦略的行動を利用者・地域の選別および規模・範囲の経済への志向について比
較した。結果は、サービスの質については、全般的には非営利・営利事業者は同等もしくは非
営利法人の方が若干サービスの質が高い傾向があった。また営利法人の方が非営利法人よりも、
経営戦略上有利な利用者の選別や地域の選別を行う傾向があり、規模の経済や範囲の経済を考
慮した行動をとる可能性が示唆された。 
その後、これらのデータを用いて、介護保険サービスの非営利・営利事業者の行動を、サー
ビスの質の面と、クリームスキミング行動の面で比較する計量分析も進め、論文を公表する準
備を進めた。 
 
 平成 30 年度は、グループホーム事業に関して収集したデータを用いた実証分析を複数行い、
その成果を論文にまとめ発表を行った。具体的な内容は次のとおりである。 
第一に、営利事業者と非営利事業者の行動を比較し、利益追求のためにサービスの質が犠牲
にされたり、クリームスキミングが発生したりする可能性を検証した。またサービスの質やク
リームスキミングと、介護保険事業の規模の関係も分析した。その結果、(1)全般的にサービス
の質は、非営利法人の方が営利法人より高い傾向があるが、サービスの質の指標や非営利法人
の種類により結果は若干異なること、(2)施設の整備および介護・看護職員の数や質の面では、
非営利法人の方がサービスの質が高いが、一部の経営指標は、営利法人の評価の方が高いこと、
(2)事業収入の規模とサービスの質に関しては、介護・看護職員の質が高い事業所は事業収入が
少なく、クリームスキミングが多いほど事業収入が大きい傾向があることが示唆された。 
第二に、介護保険サービス市場における効率性と公正性の関係を分析した。特に事業者の規
模の経済志向と範囲の経済志向に注目して、これらが事業内容と利用者に与える影響について
検証した。その結果、規模の経済が存在する可能性、また利用者の獲得の面では介護サービス
事業の範囲の拡大は利用者の獲得に貢献する可能性が示唆された。また事業の規模拡大はサー
ビスの質を損なう可能性があること、事業の範囲拡大はサービスの質の高さにつながる可能性
の両面があることが示唆された。 
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